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令和５年度行政監査の結果に関する報告について  

 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定に基

づき、令和５年度行政監査の結果に関する報告を次のとおり提出する。 

㊢  



 

第１ 監査の概要 

１ 監査のテーマとその趣旨 

テーマ「公用車の使用、管理及び安全対策について」 

区では公務を効率的・機動的に遂行するため、所有もしくはリースの形態で保有

する自動車（以下「公用車」という。）を管理運用している。公用車は、その取得、

運用及び維持管理に様々なコストがかかっており、合理的な管理と効率的な使用

が求められている。 

平成３１年 1 月の庁舎移転に伴い、それまで庁内各所管で管理していた公用車

の一部が整理され、同年４月より、総務部の一括管理となり、共用で利用する自動

車（以下「共用車」という。）となった。また、それまで管理を行っていた各所管

が優先的に共用車を使用するルールにより運用されることとなった。 

今回の監査では、これらの状況を踏まえ、「公用車の使用、管理及び安全対策に

ついて」をテーマとして選定し、自動車事故の発生状況、公用車の管理・運用状況、

職員の交通安全対策の実施状況を把握し、合規性、正確性はもとより経済性、効率

性及び有効性に加え、安全性の観点から検証することとした。 

 

２ 監査対象 

令和５年３月３１日現在、保有している公用車（特殊用途自動車を除く。）の管  

理・運用に係る業務。 

 

３ 監査の基本方針 

公用車が適切に管理及び効率的に運用されているか、職員の交通安全対策が行わ

れているか監査を行った。 

 

４ 監査対象部局 

上記「２ 監査対象」に関連する部局 

 

５ 監査の主な着眼点 

（１） 保管及び運行管理は適切に行われているか。 

（２） 効率的に利用されているか。 

（３） 適切な配置・更新がなされているか。 

（４） 点検や整備等、適切な維持管理が行われているか。 

（５） 買換え時期や取得方法等は適切か。 

（６） 安全対策は適切に行われているか。 

 

６ 監査の実施方法 
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上記「４ 監査対象部局」に対し、関係書類及び調査書の提出等を求め、「３ 監  

査の基本方針」及び「５ 監査の主な着眼点」に基づき、書類審査及び実査を行っ

た。 

 

７ 監査実施期間 

  令和５年１０月２６日（木）から令和６年３月６日（水）まで 

 

第２ 公用車の保有・稼働状況 

監査対象部局から提出された調査書の集計結果に基づく公用車の保有・稼働状 

況は、次のとおりである。 

  １ 所属別保有状況 

令和５年３月３１日現在（単位：台）    

※ 備品台帳（会計管理室参考資料）又は自動車任意保険加入一覧（資産総合管理課参考資料）に     

掲載されている自動車とし、備品台帳の品名がスノーモービル及び特種用途自動車であるものは

除き、リース車両を含む 

区が保有する公用車は、令和５年３月３１日現在６４台である。 

保有・運用形態別に、輸送係使用車（総務部総務課輸送係が保有し、各所属か  

らの依頼等により輸送係職員が運転を行う自動車）、共用車（総務部総務課庁舎管

理係が保有し、複数の予約優先所管で共用的に使用される自動車）、所属使用車（各

所属で保有し、所属業務で使用する自動車）があり、総務部総務課では、輸送係使

用車１２台（内リース車５台）、共用車７台を保有し、その他の所属の保有車両は

全て所属使用車で、４５台となっている。    

所   属 台  数※ 配置（保管）場所 

 ( )内は配置数 部 課 部 課 内リース 

総務部 総務課 １９ １９ ５ 本庁舎 

危機管理対策部 防災課 ２ ２  本庁舎 

区民部 地域振興課 ３ ３  河津さくらの里しぶや（２）・二の平渋谷荘

（１） 

スポーツ部 スポーツ振興課 ２ ２  スポーツセンター 

生涯活躍推進部 図書館事業課 １ １  中央図書館 

福祉部 地域福祉課 １ １  渋谷区社会福祉事業団 

子ども家庭部 子ども青少年課 ２ ２  峰の原青少年山の家 

土木部 企画管理課 １１ ２  本庁舎 

交通政策課  ２  本庁舎 

道路課  ６  本庁舎（２）・神宮前土木事務所（２） 

・幡ヶ谷土木事務所（２） 

公園課  １  本庁舎 

環境政策部 清掃リサイクル課 ２３ ２３  本庁舎（１）・美竹分庁舎（清掃事務所）

（２０）・宇田川分室（２） 

合  計 ６４ ６４ ５  
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所属使用車のうち環境政策部清掃リサイクル課保有の車両が２３台で、５１％

（小数点以下切捨て。以下同じ。）を占めている。詳細は別添「公用車一覧」のと

おり。 

 

２ 所属別車種別保有状況 

令和５年３月３１日現在（単位：台） 

所    属 

車  種 

合計 普 通 小 型 軽 

乗用 乗合 乗用 貨物 乗用 貨物 

総務部総務課 ６ ３ １ ２  ７ １９ 

危機管理対策部防災課      ２ ２ 

区民部地域振興課 １ １ １    ３ 

スポーツ部スポーツ振興課    １  １ ２ 

生涯活躍推進部図書館事業課    １   １ 

福祉部地域福祉課      １ １ 

子ども家庭部子ども青少年課  １  １   ２ 

土木部企画管理課      ２ ２ 

土木部交通政策課      ２ ２ 

土木部道路課      ６ ６ 

土木部公園課     １  １ 

環境政策部清掃リサイクル課    １ １ ２１ ２３ 

合  計 ７ ５ ２ ６ ２ ４２ ６４ 

※ 車種の定義（道路運送車両法に基づく） 

【軽自動車】排気量660cc以下、全長3,400㎜以下、全幅1,480㎜以下、全高2,000㎜以下 

【小型自動車】排気量660㏄を超え2,000cc以下、全長4,700㎜以下、全幅1,700㎜以下、全高

2,000㎜以下 

【普通自動車】小型自動車、軽自動車、大型・小型特殊自動車以外の自動車 

  区公用車の車種別の保有状況は、軽自動車が４４台、そのうち貨物車が４２台と

全体の６５％である。 
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３ 所属別経過年数別保有状況 

令和５年３月３１日現在（単位：台） 

  経過年数別の保有状況については、５年ごとに集計した結果では、５年未満の車

両が１４台（２１％）ある一方、１５年以上の車両が２４台（３７％）あり、その

うち２０年以上経過した車両が８台（１２％）あった。 

 

４ 所属別総走行距離別保有状況 

令和５年３月３１日現在（単位：台） 

所属 
総走行距離（単位：㎞） 

合計 ０～１万 
未 満 

１～５万 
未  満 

５万～１０
万未 満 

１０万 
以上 

総務部総務課（輸送係） ４ ５ ３  １２ 

総務部総務課（庁舎管理係）  ７   ７ 

危機管理対策部防災課  ２   ２ 

区民部地域振興課  １ ２  ３ 

スポーツ部スポーツ振興課  １ １  ２ 

生涯活躍推進部図書館事業課   １  １ 

福祉部地域福祉課   １  １ 

子ども家庭部子ども青少年課  １ １  ２ 

土木部企画管理課  １ １  ２ 

土木部交通政策課  １ １  ２ 

土木部道路課  ４ ２  ６ 

土木部公園課   １  １ 

環境政策部清掃リサイクル課 ２ １２ ７ ２ ２３ 

合  計 ６ ３５ ２１ ２ ６４ 

所属 
経過年数 

合計 ０～５年
未満 

５～１０ 
年未満 

１０～１５ 
年未満 

1５～２０ 
年未満 

２０年 
以上 

総務部総務課（輸送係） ５ １ ３ ２ １ １２ 

総務部総務課（庁舎管理係）  ２ ２ ３  ７ 

危機管理対策部防災課   １ １  ２ 

区民部地域振興課    ２ １ ３ 

スポーツ部スポーツ振興課     ２ ２ 

生涯活躍推進部図書館事業課     １ １ 

福祉部地域福祉課     １ １ 

子ども家庭部子ども青少年課   １ １  ２ 

土木部企画管理課    １ １ ２ 

土木部交通政策課 １  １   ２ 

土木部道路課   ４ １ １ ６ 

土木部公園課    １  １ 

環境政策部清掃リサイクル課 ８ ９ ２ ４  ２３ 

合  計 １４ １２ １４ １６ ８ ６４ 
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総走行距離が１万キロメートル未満の車両が６台あるが、このうち４台は令和５

年２・３月に登録された車両である。１万から５万キロメートルの車両が３５台

（５４％）と一番多く、１０万キロメートルを超えた車両も２台（３％）あった。 

 

５ 所属別稼働状況（令和４年度） 

所属 
台数 
（台） 

平均稼働 

日数(日) 
※１ 

稼働可能 
日数(日) 

平均稼働 

率(％) 

※２ 

総務部総務課（輸送係） １２ １１２ ２４３ ４６ 

総務部総務課（庁舎管理係） ７ ２１３ ２４３ ８７ 

危機管理対策部防災課 ２ ９８ ２４３ ４０ 

区民部地域振興課 ３ １３６ ２４３ ５５ 

スポーツ部スポーツ振興課 ２ ２１ ２４３ ８ 

生涯活躍推進部図書館事業課 １ １８ ２２※３ ８１ 

福祉部地域福祉課 １ ２１４ ２４３ ８８ 

子ども家庭部子ども青少年課 ２ ―※４ ２４３ ― 

土木部企画管理課 ２ １８０ ２４３ ７４ 

土木部交通政策課 ２ １２９ ２４３ ５３ 

土木部道路課 ６ ２２１ ２４３ ９０ 

土木部公園課 １ ９９ ２４３ ４０ 

環境政策部清掃リサイクル課（リサイクル推進係） ２ １６７ ２４３ ６８ 

環境政策部清掃リサイクル課（清掃事務所） ２１ ３１０ ３１０※５ １００ 

※１ 平均稼働日数：1 日に 1 回でも稼働していれば稼働日数を 1 日とカウントし、各課保

有車両の合計稼働日数を各保有台数で除したもの。 

※２ 平均稼働率：令和４年度の平均稼働日数を令和４年度開庁日（稼働可能日数）の 243

日で除したもの。小数点以下切捨て。 

※３ 生涯活躍推進部図書館事業課：令和５年３月に所属替えにより車両を取得のため、当  

月分の日数で計算。 

※４ 子ども家庭部子ども青少年課：資料不存在のため、稼働日数確認できず。 

※５ 環境政策部清掃リサイクル課（清掃事務所）：月曜から土曜日及び祝日を稼働可能日数   

としている。 

総務課輸送係は平均稼働率４６％である。これは乗合自動車３台（３台平均稼 

働率２０％）が含まれているためであり、当該車両を除いた平均稼働率は５７％で

ある。稼働率が低い理由は、コロナ禍で各所管の当該車両の利用を要する行事が中

止あるいは休止となったためであり、令和５年度は回復傾向にあるとのことであ

る。 

所属使用車は、一部に稼働率の低いものが見受けられたが、所管からは緊急時対

応・現場対応等で使用する車両であるとの説明があった。 
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第３ 監査の結果 

上記、「第１ ５ 監査の主な着眼点」に基づき、公用車保有所管及び共用車利

用所管に調査書による調査を行い、公用車保有所管については別に書類審査及び

実査を行った。区民部地域振興課及び子ども家庭部子ども青少年課については、書

類審査のみを行った。 

実査において、公用車の管理・運用に関して注意を要する事例が見受けられたの

で、口頭で注意した。改善が必要である事項（以下「指摘事項」という。）及び意

見・要望事項については以下に述べる。 

 

１ 指摘事項 

（１） 渋谷区自動車の管理に関する規則（昭和３６年規則第２号）について 

     公用車に関する区の規程としては、渋谷区自動車の管理に関する規則（以

下「本件規則」という。）が制定されているが、本件規則が適用される車両は

限定されており、適用外の公用車に関する規程は制定されていなかった。本件

規則第３条第２項に規定されている自動車台帳は、本件規則の適用外である

多くの公用車において作成されておらず、または、作成されているが、点検や

修繕等の車歴の記載がされていない等、管理が適正に行われているとはいい

がたい事例が散見された。 

【総務部総務課】 

本件規則を所管する部からは、公用車全てを適正に管理するため、規定の

整備を行うことを検討する旨、回答があった。公用車については、使用者の責

務として、全ての車両を適正に管理する必要があるため、規定の整備につい

て、迅速に行われたい。 

 

（２） 安全運転管理者について 

安全運転管理者は、自動車の安全な運転を確保するために、道路交通法（昭

和３５年法律第１０５号）第７４条の３において、一定の台数以上（乗用定員

が１１人以上の自動車は１台以上、その他の自動車は５台以上）の自動車の

使用の本拠ごとに選任しなければならない旨、定められている。また、台数が

２０台以上となる場合は、副安全運転管理者の選任が必要となる。 

本庁舎においては、本件規則第３条第３項に、総務部総務課輸送係に安全

運転管理者を置く旨、定められており、安全運転管理者及び副安全運転管理

者には輸送係長及び輸送係員が選任されていた。しかしながら、その業務範

囲は総務課輸送係の車両に限定するとの認識があり、本庁舎全体に及ぶべき

安全運転管理業務が一部にしか及んでいなかった。その結果、道路交通法施

行規則（昭和３５年総理府令第６０号）の改正により、令和５年１２月１
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日から安全運転管理者が選任されているすべての事業所において、自動車

を運転する者に対するアルコール検知器によるアルコールチェック及び記

録の保存が義務化されたが、実施していない所管が散見された。また、令和

５年１１月には共用車を所管する同課庁舎管理係長が新たに安全運転管理者

に選任されていた。 

安全運転管理者の管理は事業所全体に及び、その管理責任は重大である。

その点を鑑みると、組織を横断し統括的に管理を行うことができる者の選任

が必要と考える。 

【総務部総務課】 

所管部からは、総務課輸送係に安全運転管理者を置くこと及び輸送係長を

選任していることの是非も含め、安全運転管理者の選任に必要な規定の整備

を検討していく旨、回答があり、併せて、庁舎管理係長の選任についても、

規定の整備を行い適切に対応する旨、回答があった。安全運転管理者につい

ては、その選任の適否も含め、規定の整備等を速やかに行い、公用車使用の

安全管理の徹底を図られたい。 

 

（３） 共用車に関するルールについて 

     共用車の使用に関して記載されたものは、平成３１年３月１４日付け庁舎

建設室長通知及び添付資料のみであり、共用車の車両管理、安全管理、使用時

の遵守事項、事故発生時の措置等の記載がなく、監査時において庁内での公

開はされておらず、各所属への周知も不十分であった。 

【総務部総務課】 

     所管部からは、早急に必要な規定を整備し、業務に使用する各所管へ周知

していきたい旨、回答があった。共用車は使用所管が複数にまたがってお

り、使用する職員も多人数である。規定等の整備及び利用所管への周知を速

やかに行い、共用車の適切な運用を図られたい。 

 

（４） 共用車の運用について 

共用車の利用については、利用優先所管が定められており、当該所管のみが

予約可能である。今回の監査の中で、利用優先所管の使用頻度を調査したと

ころ、年１回から週５回までと大きく差があり、２つの所管において使用実

績がなかった。一方、予約権限のない所管の利用も見受けられた。共用車の運

用開始から５年が経過し、その間、区では業務の多様化、組織改正などにより

需要も変化しているため、予約優先所管等の運用の見直しが必要である。 

【総務部総務課】 

7



 

所管部からは、需要について改めて確認し、運用の見直しを図っていく

旨、回答があった。共用車がより効率的に活用されるよう対応されたい。 

 

２ 意見・要望事項 

   スポーツセンター内の車両２台について、所管部では、指定管理者に当該車両

の鍵及び貸出簿の管理を一任し、使用状況を把握していなかった。所管部からは、

管理が不十分であったとし、車両の貸し出しを停止し、鍵と貸出簿を引き上げた

との報告があった。また、当該車両は稼働率が低いことから、所属換えあるいは

廃棄するとの方針が示された。速やかに対応されたい。 

 

第４ 総括意見 

令和３年６月２８日、千葉県八街市において、下校中の小学生の列にトラックが

衝突し、５人が死傷する痛ましい交通事故が発生した。その後、令和３年１１月

１０日に道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号）の一部が改正され

た。さらに、道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和５年内閣府令

第６２号）の施行により、令和５年１２月１日から、安全運転管理者によるアル

コール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認を行うことが義務付けられた。しか

しながら、今回の監査では、当該義務の履行がなされていない事案が散見された。

また、自動車台帳は、本件規則に、管理する乗用車の管理状況を常に明確にして

おくため、自動車台帳を備え、必要な事項を記載し、変動の都度補正しなければ

ならない旨、定められており、車両管理において必要と考えるが、多くの車両で

未作成であった。このことは、公用車全体に関しての規程が制定されていないこ

と、本庁舎において安全運転管理者の管理業務が一部の所管にしか及んでいなか

ったことに起因していると考えられるため、規則の改正、安全運転管理者選任の

適否等の検討含め、対応を求めたところである。共用車についても、併せて規定

等の整備及び運用の見直しの必要性を伝えた。公用車の適切な管理・運用が行わ

れるよう、速やかな対応を重ねて要望する。 

公用車の運用にあたっては、業務内容の変更等により需要の変化も生じる可能

性もあるため、継続的に、車両の稼働状況、必要性を検証し、適切な車両配置を

行われたい。また、公用車の中には、登録から長期間経過したもの、総走行距離

が長いものが見受けられる。現在不具合が生じていなくとも、車両の老朽化は維

持管理費の増加が見込まれるとともに、不具合発生のリスクも高くなると予想さ

れるため、車両の状況把握を綿密に行い、適切な時期の車両の更新に努められた

い。 

公用車の使用については、効率的・機動的である一方、常に危険が伴う。公用車

を適切に管理・運用するための規定の整備を速やかに行うことはもちろんのこと、
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それに加え、全庁的な交通安全対策の徹底・交通安全教育の取組を行い、公用車

の適切な管理・運用を実現し、事故の未然防止に資するよう、取り計らわれたい。 

今後も、区の公用車が公務において、より一層有効的かつ安全に活用されるこ

とを期待する。  
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【公用車一覧（令和５年３月３１日現在）】      

  所 属 車 種 登録年月日 

1 総務部総務課輸送係 小型自動車（乗用） 平成 15年 4月 21日 

2 総務部総務課輸送係 小型自動車（貨物） 平成 16年 4月 15日 

3 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗合） 平成 19年 5月 31日 

4 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗合） 平成 21年 7月 28日 

5 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗合） 平成 21年 7月 28日 

6 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 平成 25年 6月 7日 

7 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 平成 27年 9月 9日 

8 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 令和 1年 11月 1日 

9 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 令和 1年 11月 1日 

10 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 令和 1年 11月 1日 

11 総務部総務課輸送係 普通自動車（乗用） 令和 5年 3月 1日 

12 総務部総務課輸送係 小型自動車（貨物） 令和 5年 3月 1日 

13 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 24年 4月 25日 

14 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 21年 5月 22日 

15 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 26年 7月 31日 

16 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 18年 4月 13日 

17 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 16年 11月 29日 

18 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 19年 4月 13日 

19 総務部総務課庁舎管理係 軽自動車（貨物） 平成 28年 8月 8日 

20 危機管理対策部防災課災害対策推進係 軽自動車（貨物） 平成 21年 4月 24日 

21 危機管理対策部防災課災害対策推進係 軽自動車（貨物） 平成 18年 7月 20日 

22 区民部地域振興課施設係 普通自動車（乗合） 平成 20年 8月 25日 

23 区民部地域振興課施設係 普通自動車（乗用） 平成 16年 4月 22日 

24 区民部地域振興課施設係 小型自動車（乗用） 平成 11年 7月 28日 

25 スポーツ部スポーツ振興課スポーツ振興係 軽自動車（貨物） 平成 15年 9月 29日 

26 スポーツ部スポーツ振興課スポーツ振興係 小型自動車（貨物） 平成 14年 4月 4日 

27 生涯活躍推進部図書館事業課管理調整係 小型自動車（貨物） 平成 15年 4月 21日 

28 福祉部地域福祉課福祉管理係 軽自動車（貨物） 平成 15年 4月 17日 

29 子ども家庭部子ども青少年課子ども青少年育成係 普通自動車（乗合） 平成 24年 7月 23日 

30 子ども家庭部子ども青少年課子ども青少年育成係 小型自動車（貨物） 平成 18年 6月 19日 

31 土木部企画管理課認定係 軽自動車（貨物） 平成 17年 6月 28日 

32 土木部企画管理課占用係 軽自動車（貨物） 平成 12年 5月 22日 
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  所 属 車 種 登録年月日 

33 土木部交通政策課交通政策係 軽自動車（貨物） 平成 21年 5月 29日 

34 土木部交通政策課交通政策係 軽自動車（貨物） 令和 2年 5月 15日 

35 土木部道路課道路維持係 軽自動車（貨物） 平成 25年 3月 26日 

36 土木部道路課狭あい道路整備係 軽自動車（貨物） 平成 21年 4月 23日 

37 土木部道路課神宮前土木事務所 軽自動車（貨物） 平成 24年 4月 25日 

38 土木部道路課神宮前土木事務所 軽自動車（貨物） 平成 19年 4月 12日 

39 土木部道路課幡ケ谷土木事務所 軽自動車（貨物） 平成 14年 3月 29日 

40 土木部道路課幡ケ谷土木事務所 軽自動車（貨物） 平成 25年 5月 29日 

41 土木部公園課公園維持係 軽自動車（乗用） 平成 16年 4月 9日 

42 環境政策部清掃リサイクル課リサイクル推進係 軽自動車（乗用） 平成 16年 5月 13日 

43 環境政策部清掃リサイクル課リサイクル推進係 小型自動車（貨物） 平成 17年 4月 28日 

44 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 22年 7月 21日 

45 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 24年 5月 23日 

46 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 27年 3月 16日 

47 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 28年 3月 16日 

48 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 29年 1月 27日 

49 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 29年 7月 5日 

50 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 29年 7月 5日 

51 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 30年 8月 27日 

52 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 30年 8月 27日 

53 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 2年 3月 18日 

54 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 2年 3月 18日 

55 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 2年 11月 10日 

56 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 3年 2月 15日 

57 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 3年 3月 29日 

58 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 18年 1月 30日 

59 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 19年 5月 30日 

60 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 29年 1月 27日 

61 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 平成 30年 8月 27日 

62 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 3年 4月 27日 

63 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 5年 2月 17日 

64 環境政策部清掃リサイクル課清掃事務所 軽自動車（貨物） 令和 5年 3月 8日 
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【参考資料】 

１ 渋谷区自動車の管理に関する規則（昭和３６年規則第２号） 

２ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）抜粋 

３ 道路交通法施行規則（昭和３５年 総理府令第６０号）抜粋 

４ 道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令の施行に伴うアルコール検知 

器を用いた酒気帯びの有無の確認について（通達）（令和５年８月１５日警察 

庁交通局交通企画課長、警察庁交通局交通指導課長） 
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【参考資料 １】 

 

 

○渋谷区自動車の管理に関する規則 

昭和３６年４月１日 

規則第２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、乗用車の合理的な管理と効率的な使用を図るため、乗用車の管理及び

使用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、乗用車とは渋谷区の所有に属する自動車のうち、道路運送車両

法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）第２条に規定する普通自動車及び小型自動車

（貨物自動車等特殊の目的に使用する自動車を除く。）をいう。 

（乗用車の管理等） 

第３条 乗用車の管理に関する事務は、総務部総務課長が掌理するものとする。 

２ 総務部総務課長は、その管理する乗用車の管理状況を常に明確にしておくため、自動車

台帳（別記第１号様式）を備え、必要な事項を記載し、変動の都度補正しなければならな

い。 

３ 総務部総務課輸送係に道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７４条の３に規定す

る安全運転管理者を置く。 

（使用時間） 

第４条 乗用車の使用時間は、総務部総務課長が必要と認める場合のほか、渋谷区の休日を

定める条例（平成元年渋谷区条例第１号）第１条第１項各号に掲げる日以外の日の午前９

時から午後４時までとする。 

（使用範囲及び使用順位） 

第５条 乗用車の使用範囲及び使用順位は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 区長、副区長、行政委員会の長、区議会議長及び同副議長が公務で使用する場合 

（２） 部長（担当部長及び参事を含む。）、課長（室長及び副参事を含む。以下同じ。）、

会計管理者、区議会議員及び行政委員会の委員が公務で使用する場合 

（３） 前２号の者の公務に関係する者の送迎に使用することが必要と認められる場合 

（４） 公務で職員が使用する場合 

（５） 総務部総務課長が必要と認めた場合 

（使用手続） 

第６条 前条に定めるところにより乗用車を使用しようとする者（以下「使用者」という。）
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は、所属課長の承認を得て事前に総務部総務課輸送係長（以下「輸送係長」という。）に

申し込むものとする。 

２ 輸送係長は、前項の規定による申込みを受けた場合において、その申込みが前条に定め

る使用範囲に属するものであり、かつ、配車が可能であると認めたときは、乗用車使用可

能の旨を使用者に通知しなければならない。 

３ 前項の規定による乗用車使用可能の通知を受けた使用者は、乗用車使用申込書を輸送

係長に提出しなければならない。 

（配車手続） 

第７条 輸送係長は、前条第２項の規定により乗用車の使用を認めたときは、運転者を指定

し、当該運転者に配車時間、配車先等を記載した運転計画表（別記第２号様式）により運

転を指示するものとする。 

２ 運転者は、運転を終了したときは、運転計画表により輸送係長に報告しなければならな

い。 

３ 第１項の規定による命令及び前項の規定による報告があったときは、一般の職員の出

張の場合における出張命令及び報告があったものとみなす。ただし、管外出張の場合にあ

っては、この限りでない。 

（運転日誌） 

第８条 輸送係長は、運転日誌（別記第３号様式）を備え付け、運転を終了した運転者に記

録させなければならない。 

（適用除外） 

第９条 第４条及び第６条の規定は、区長、副区長及び区議会議長の送迎には適用しない。
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【参考資料 ２】 

 

●道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号） ※抜粋 

（車両等の使用者の義務） 

第七十四条 車両等の使用者は、その者の業務に関し当該車両等を運転させる場合には、当該

車両等の運転者及び安全運転管理者、副安全運転管理者その他当該車両等の運行を直接管理

する地位にある者に、この法律又はこの法律に基づく命令に規定する車両等の安全な運転に

関する事項を遵守させるように努めなければならない。 

２ 車両の使用者は、当該車両の運転者に、当該車両を運転するに当たつて車両の速度、駐車

及び積載並びに運転者の心身の状態に関しこの法律又はこの法律に基づく命令に規定する

事項を遵守させるように努めなければならない。 

３ 消防用自動車、救急用自動車その他の政令で定める自動車の使用者（第七十四条の三第一

項の規定により安全運転管理者を選任したものを除く。）は、当該自動車の運転者に対し、当

該自動車の安全な運転を確保するために必要な交通安全教育を行うように努めなければな

らない。 

第七十四条の二 車両の使用者は、当該車両を適正に駐車する場所を確保することその他駐車

に関しての車両の適正な使用のために必要な措置を講じなければならない。 

（安全運転管理者等） 

第七十四条の三 自動車の使用者（道路運送法の規定による自動車運送事業者（貨物自動車運

送事業法（平成元年法律第八十三号）の規定による貨物軽自動車運送事業を経営する者を除

く。以下同じ。）、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者及

び道路運送法第七十九条の規定による登録を受けた者を除く。以下この条において同じ。）

は、内閣府令で定める台数以上の自動車の使用の本拠ごとに、年齢、自動車の運転の管理の

経験その他について内閣府令で定める要件を備える者のうちから、次項の業務を行う者とし

て、安全運転管理者を選任しなければならない。 

２ 安全運転管理者は、自動車の安全な運転を確保するために必要な当該使用者の業務に従事

する運転者に対して行う交通安全教育その他自動車の安全な運転に必要な業務（自動車の装

置の整備に関する業務を除く。第七十五条の二の二第一項において同じ。）で内閣府令で定

めるものを行わなければならない。 

３ 前項の交通安全教育は、第百八条の二十八第一項の交通安全教育指針に従つて行わなけれ

ばならない。 

４ 自動車の使用者は、安全運転管理者の業務を補助させるため、内閣府令で定める台数以上

の自動車を使用する本拠ごとに、年齢、自動車の運転の経験その他について内閣府令で定め

る要件を備える者のうちから、内閣府令で定めるところにより、副安全運転管理者を選任し

なければならない。 

５ 自動車の使用者は、安全運転管理者又は副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」と

いう。）を選任したときは、選任した日から十五日以内に、内閣府令で定める事項を当該自動

車の使用の本拠の位置を管轄する公安委員会に届け出なければならない。これを解任したと

きも、同様とする。 
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６ 公安委員会は、安全運転管理者等が第一項若しくは第四項の内閣府令で定める要件を備え

ないこととなつたとき、又は安全運転管理者が第二項の規定を遵守していないため自動車の

安全な運転が確保されていないと認めるときは、自動車の使用者に対し、当該安全運転管理

者等の解任を命ずることができる。 

７ 自動車の使用者は、安全運転管理者に対し、第二項の業務を行うため必要な権限を与える

とともに、同項の業務を行うため必要な機材を整備しなければならない。 

８ 公安委員会は、自動車の使用者が前項の規定を遵守していないため自動車の安全な運転が

確保されていないと認めるときは、自動車の使用者に対し、その是正のために必要な措置を

とるべきことを命ずることができる。 

９ 自動車の使用者は、公安委員会からその選任に係る安全運転管理者等について第百八条の

二第一項第一号に掲げる講習を行う旨の通知を受けたときは、当該安全運転管理者等に当該

講習を受けさせなければならない。 

（罰則 第一項、第四項、第六項及び第八項については第百十九条の二、第百二十三条 第

五項については第百二十条第二項第三号、第百二十三条） 
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【参考資料 ３】 

●道路交通法施行規則（昭和 35 年総理府令第 60 号） ※抜粋 

第二章の四 安全運転管理者等 

（安全運転管理者等の選任を必要とする自動車の台数） 

第九条の八 法第七十四条の三第一項の内閣府令で定める台数は、乗車定員が十一人以上の自

動車にあつては一台、その他の自動車にあつては五台とする。 

２ 法第七十四条の三第四項の内閣府令で定める台数は、二十台とする。 

３ 前二項及び第九条の十一の台数を計算する場合においては、大型自動二輪車一台又は普通

自動二輪車一台は、それぞれ〇・五台として計算するものとする。 

（安全運転管理者等の要件） 

第九条の九 法第七十四条の三第一項の内閣府令で定める要件は、次に掲げるものとする。 

一 二十歳（副安全運転管理者が置かれることとなる場合にあつては、三十歳）以上の者であ

ること。 

二 自動車の運転の管理に関し二年（自動車の運転の管理に関し公安委員会が行う教習を修了

した者にあつては、一年）以上実務の経験を有する者又は自動車の運転の管理に関しこれら

の者と同等以上の能力を有すると公安委員会が認定した者で、次のいずれにも該当しないも

のであること。 

イ 法第七十四条の三第六項の規定による命令により解任され、解任の日から二年を経過して

いない者 

ロ 法第百十七条、法第百十七条の二、法第百十七条の二の二（第一項第七号及び第九号を除

く。）、法第百十七条の三の二、法第百十八条第二項第三号若しくは第四号、法第百十九条第

二項第四号若しくは第五号又は法第百十九条の二の四第二項の違反行為をした日から二年

を経過していない者 

２ 法第七十四条の三第四項の内閣府令で定める要件は、次に掲げるものとする。 

一 二十歳以上の者であること。 

二 自動車の運転の管理に関し一年以上実務の経験を有する者、自動車の運転の経験の期間が

三年以上の者又は自動車の運転の管理に関しこれらの者と同等以上の能力を有すると公安

委員会が認定した者で、前項第二号イ及びロのいずれにも該当しないものであること。 

（安全運転管理者の業務） 

第九条の十 法第七十四条の三第二項の内閣府令で定める業務は、次に掲げるとおりとする。 

一 自動車の運転に関する運転者の適性、技能及び知識並びに法及び法に基づく命令の規定並

びに法の規定に基づく処分の運転者による遵守の状況を把握するための措置を講ずること。 

二 法第二十二条の二第一項に規定する最高速度違反行為、法第五十八条の三第一項に規定す

る過積載をして自動車を運転する行為、法第六十六条の二第一項に規定する過労運転及び法

第七十五条第一項第七号に掲げる行為の防止その他安全な運転の確保に留意して、自動車の

運行計画を作成すること。 

三 運転者が長距離の運転又は夜間の運転に従事する場合であつて、疲労等により安全な運転

を継続することができないおそれがあるときは、あらかじめ、交替するための運転者を配置

すること。 
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四 異常な気象、天災その他の理由により、安全な運転の確保に支障が生ずるおそれがあると

きは、運転者に対する必要な指示その他安全な運転の確保を図るための措置を講ずること。 

五 運転しようとする運転者に対して点呼を行う等により、道路運送車両法第四十七条の二第

二項の規定により当該運転者が行わなければならないこととされている自動車の点検の実

施及び過労、病気その他の理由により正常な運転をすることができないおそれの有無を確認

し、安全な運転を確保するために必要な指示を与えること。 

六 運転しようとする運転者及び運転を終了した運転者に対し、酒気帯びの有無について、当

該運転者の状態を目視等で確認するほか、アルコール検知器（呼気に含まれるアルコールを

検知する機器であつて、国家公安委員会が定めるものをいう。次号において同じ。）を用いて

確認を行うこと。 

七 前号の規定による確認の内容を記録し、及びその記録を一年間保存し、並びにアルコール

検知器を常時有効に保持すること。 

八 運転者名、運転の開始及び終了の日時、運転した距離その他自動車の運転の状況を把握す

るため必要な事項を記録する日誌を備え付け、運転を終了した運転者に記録させること。 

九 運転者に対し、自動車の運転に関する技能、知識その他安全な運転を確保するため必要な

事項について指導を行うこと（法第七十四条の三第二項に規定する交通安全教育を行うこと

を除く。）。 

（副安全運転管理者の人数） 

第九条の十一 法第七十四条の三第四項の規定による選任は、次の表の上欄に掲げる自動車の

台数に応じ、同表の下欄に掲げる人数以上の副安全運転管理者を選任して行うものとする。 

自動車の台数 人数 

二十台以上四十台未満 一人 

四十台以上 一人に四十台以上二十台までを超えるごとに一人を加算して得た人数 

（届出事項等） 

第九条の十二 法第七十四条の三第五項の内閣府令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 届出者の氏名（法人にあつては、その名称及び代表者の氏名）及び住所 

二 自動車の使用の本拠の名称及び位置 

三 安全運転管理者又は副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」という。）の選任又は解

任の年月日 

四 安全運転管理者等の氏名及び生年月日 

五 安全運転管理者等の職務上の地位 

第九条の十三 法第七十四条の三第五項の規定による選任の届出は、前条各号に掲げる事項及

び自動車の安全な運転の管理に関し参考となる事項を記載した書面を提出して行わなけれ

ばならない。この場合において、当該書面には、当該届出に係る安全運転管理者等がそれぞ

れ第九条の九第一項又は第二項に規定する要件を備える者であることを証するに足りる書

類を添付するものとする。 

２ 法第七十四条の三第五項の規定による解任の届出は、前条各号に掲げる事項を記載した書

面を提出して行わなければならない。 
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原議保存期間 ５年（令和11年３月31日まで）

有 効 期 間 一種（令和11年３月31日まで）

警 視 庁 交 通 部 長 警察庁丁交企発第201号、丁交指発第93号
殿

各 道 府 県 警 察 本 部 長 令 和 ５ 年 ８ 月 1 5 日

（参考送付先） 警 察 庁 交 通 局 交 通 企 画 課 長

庁 内 各 局 部 課 長 警 察 庁 交 通 局 交 通 指 導 課 長

警 察 大 学 校 交 通 教 養 部 長

各管区警察局広域調整担当部長

道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令の施行に伴うアルコール検知器

を用いた酒気帯びの有無の確認等について（通達）

道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和５年内閣府令第62号。以下「改

正府令」という。別添）は、本日公布され、安全運転管理者に対するアルコール検知

器を活用した酒気帯びの有無の確認等の規定は適用しないこととする暫定措置を廃止

する規定については令和５年12月１日から施行されることとなった。

改正府令の内容及び留意事項については下記のとおりであるので、改正府令が円滑

かつ適切に施行されるようにされたい。

なお、「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令等の施行に伴う安全運転管

理者業務の拡充について（通達）」（令和３年11月10日付け警察庁丁交企発第412号ほ

か）及び「安全運転管理者制度に関する留意事項について（通達）」（令和４年９月９

日付け警察庁丁交企発第218号）については、廃止する。

記

第１ 改正府令の内容

令和４年４月１日以降、運転前後の運転者に対し、当該運転者の状態を目視等

で確認することにより、当該運転者の酒気帯びの有無を確認すること及びその確

認の内容を記録し、当該記録を１年間保存することとされていた一方で、アルコ

ール検知器を用いて酒気帯びの有無の確認を行うこと及びアルコール検知器を常

時有効に保持すること（以下「アルコール検知器使用義務化規定」という。）に

ついては、当時のアルコール検知器の供給状況等から、事業所において、十分な

数のアルコール検知器を入手することが困難であると認められたことから、当分

の間、適用しないこととする暫定措置がとられていた。

この度、安全運転管理者等に対するアンケートの実施結果等を踏まえ、アルコ

ール検知器の供給状況が改善傾向にあると認められたほか、飲酒運転の防止を図

るためには、できる限り早期に、令和３年11月に公布されたアルコール検知器使

用義務化規定を施行することが望ましいと認められたことから、改正府令により

暫定措置を削除し、令和５年12月１日からアルコール検知器使用義務化規定を適

用することとされた（道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「府

令」という。）第９条の10関係）。

第２ 留意事項
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１ 運転前後の運転者に対する酒気帯びの有無の確認

⑴ 業務の開始前後の運転者に対する確認

府令第９条の10第６号に定める「運転しようとする運転者及び運転を終了し

た運転者」における「運転」とは、一連の業務としての運転をいうことから、

同号に定める酒気帯びの有無の確認（以下「酒気帯び確認」という。）は、必

ずしも個々の運転の直前又は直後にその都度行わなければならないものではな

く、運転を含む業務の開始前や出勤時及び終了後や退勤時に行うことで足りる。

⑵ 目視等及びアルコール検知器による酒気帯び確認の方法

「目視等で確認」とは、運転者の顔色、呼気の臭い、応答の声の調子等で確

認することをいう。

酒気帯び確認の方法は対面が原則であるが、直行直帰の場合その他対面での

確認が困難な場合にはこれに準ずる適宜の方法で実施すればよく、例えば、運

転者に携帯型アルコール検知器を携行させるなどした上で、

① カメラ、モニター等によって、安全運転管理者が運転者の顔色、応答の声

の調子等とともに、アルコール検知器による測定結果を確認する方法

② 携帯電話、業務無線その他の運転者と直接対話できる方法によって、安全

運転管理者が運転者の応答の声の調子等を確認するとともに、アルコール検

知器による測定結果を報告させる方法

等の対面による確認と同視できるような方法が含まれる。

⑶ アルコール検知器の性能等

ア 性能

アルコール検知器については、道路交通法施行規則第九条の十第六号の規

定に基づき、国家公安委員会が定めるアルコール検知器を定める件（令和３

年国家公安委員会告示第63号）により、呼気中のアルコールを検知し、その

有無又はその濃度を警告音、警告灯、数値等により示す機能を有する機器で

あれば足りることとされている。

また、アルコール検知器には、アルコールを検知して、原動機を始動する

ことができないようにする機能を有するものを含む。

イ アルコール検知器を常時有効に保持することについて

「常時有効に保持」とは、正常に作動し、故障がない状態で保持しておく

ことをいう。このため、アルコール検知器の製作者が定めた取扱説明書に基

づき、適切に使用し、管理し、及び保守するとともに、定期的に故障の有無

を確認し、故障がないものを使用しなければならない。

ウ 個人で購入したアルコール検知器

酒気帯び確認に使用するアルコール検知器は、基本的には、自動車の使用

者が購入すべきものであると考えられる。ただし、各事業所の個別の事情に

より、個人で購入したアルコール検知器を使用する必要がある場合には、安

全運転管理者において、当該アルコール検知器が正常に作動し、故障がない

状態であるかどうかの確認を定期的に行うなど、安全運転管理者が「常時有

効に保持」するアルコール検知器と同等の管理が行われているものに限り、

個人で購入したアルコール検知器を使用することは差し支えない。
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⑷ 他の自動車の使用の本拠における確認

同一の自動車の使用者が他の自動車の使用の本拠において安全運転管理者を

選任しており、当該他の自動車の使用の本拠となる事業所（以下「他の事業所」

という。）において運転者が運転を開始し、又は終了する場合には、他の事業

所の安全運転管理者の立会いの下、運転者に他の事業所の安全運転管理者が有

効に保持するアルコール検知器を使用させ、測定結果を電話その他の運転者と

直接対話できる方法で所属する事業所の安全運転管理者に報告させたときは、

酒気帯び確認を行ったものとして取り扱うことができる。

⑸ 安全運転管理者以外の者による確認

安全運転管理者の不在時など安全運転管理者による確認が困難である場合に

は、安全運転管理者が、副安全運転管理者又は安全運転管理者の業務を補助す

る者（以下「補助者」という。）に、酒気帯び確認を行わせることは差し支え

ない。運転者に対する酒気帯び確認は、業務委託であっても差し支えないが、

例えば、運転者が酒気を帯びていることを補助者が確認した場合には、安全運

転管理者へ速やかに報告し、必要な対応等について指示を受けるか、安全運転

管理者自らが運転者に対して運転中止の指示を行うとするなど、安全運転を確

保するために必要な対応が確実にとられることが必要である。

２ 酒気帯び確認の内容の記録について

酒気帯び確認を行った場合は、次の事項について記録すること。

⑴ 確認者名

⑵ 運転者

⑶ 運転者の業務に係る自動車の自動車登録番号又は識別できる記号、番号等

⑷ 確認の日時

⑸ 確認の方法（対面でない場合は具体的方法等）

⑹ 酒気帯びの有無

⑺ 指示事項

⑻ その他必要な事項

３ アルコール検知器の使用に関する事業者への周知

施行日以降アルコール検知器を用いた酒気帯び確認が確実に行われることとな

るよう、安全運転管理者講習等の機会を通じて周知を図ること。

４ 違反行為の検挙を契機とした安全運転管理者の選任の有無の確認等

業務中の飲酒運転等を検挙した場合には、その背後責任について徹底した捜査

を行い、安全運転管理者の選任の有無やその業務の実施状況について確認を行う

こと。

その際、安全運転管理者等に対して飲酒運転の防止を図るための措置の実施状

況について報告を求めるほか、飲酒運転の根絶に向けた事業者による積極的な取

組を促すための措置を講ずること。

23



- 1 -

〇
内
閣
府
令
第
六
十
二
号

道
路
交
通
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
第
七
十
四
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
八
月
十
五
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

道
路
交
通
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

道
路
交
通
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
総
理
府
令
第
六
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
項
を
削
る
。

別添
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改

正

後

改

正

前

附

則

附

則

［
１
～
５

略
］

［
１
～
５

同
上
］

［
項
を
削
る
。
］

６

第
九
条
の
十
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
同
条
第
六
号
中

「
確
認
す
る
ほ
か
、
ア
ル
コ
ー
ル
検
知
器
（
呼
気
に
含
ま
れ
る
ア
ル
コ
ー
ル

を
検
知
す
る
機
器
で
あ
つ
て
、
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
も
の
を
い
う
。

次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
用
い
て
確
認
を
行
う
」
と
あ
る
の
は
「
確
認
す

る
」
と
、
同
条
第
七
号
中
「
保
存
し
、
並
び
に
ア
ル
コ
ー
ル
検
知
器
を
常
時

有
効
に
保
持
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
保
存
す
る
」
と
す
る
。

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。
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附

則

こ
の
府
令
は
、
令
和
五
年
十
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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